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居宅介護支援重要事項説明書 

指定居宅介護支援事業所 オアシス宇佐 

（令和 6年 4月 1日現在） 

 

 

１．事業者（法人）の概要 

事業者（法人）の名称 医療法人宇水会 

主たる事務所の所在地 〒879-1135  大分県宇佐市大字和気１８５番地 

代表者（職名・氏名） 理事長 石田浩一郎 

設 立 年 月 日 平成 7年 4月 20日 

電 話 番 号 ℡ 0978-37-3001     fax 0978-37-3701 

 

 

２．ご利用事業所の概要 

御利用事業所の名称 指定居宅介護支援事業所 オアシス宇佐 

事 業 所 の 所 在 地 〒879-1135  大分県宇佐市大字和気１８５番地 

電 話 番 号 ℡ 0978-37-3001（代表）0978-37-3048（直通） Fax0978-37-3701 

指定年月日・事業所番号 平成 12年 4月 1日          4471100117 

管 理 者 の 氏 名 佐藤さなえ 

通常の事業の実施地域 宇佐市（安心院、院内は除く）、豊後高田市（真玉、香々地は除く） 

 

 

３．事業の目的と運営の方針 

 

 

事 業 の 目 的 

 医療法人宇水会が開設する指定居宅介護支援事業所オアシス宇佐

（以下「事業所」という。）の適正な運営を確保するため、人員及び

管理運営に関する事項を定め、事業所の介護支援専門員が利用者の

意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って適切な指定居宅

介護支援を提供することを目的とします。 

 

 

 

運 営 の 方 針 

 当事業所は、高齢者が地域で自立した生活が送れるよう支援するた

め、高齢者の人権を尊重するとともに、速やかに居宅介護支援を樹

立するよう最善を尽くします。また、公正中立な立場に立って特定

の事業者、法人への利益誘導がないよう業務の遂行に努めます。 

 指定居宅介護支援の提供にあたっては、事業所の従業者によって行

うものとし、第三者への委託は行わないものとします。 

 但し、緊急災害時は連携協定事業所へ要請依頼し措置を講ずるもの

とします。 
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４．営業日時 

営 業 日 月～土 午前 8：00～午後 5：30 

日曜・年末年始（12/31～1/3） 休 

※但し、当事業所は電話等により２４時間常時連絡がとれる体制を設けております。 

 

電 話 番 号 

℡ 0978-37-3001（代表）   0978-37-3048（直通） 

火曜日 18時 30分～水曜日 8時・水曜日 18：30～木曜日 8時 

木曜日 18時 30分～金曜日 8時・金曜日 18：30～土曜日 8時 

の時間帯は 090-1169-2550 

担 当 者 佐藤さなえ  新貝祐二  佐藤美千代 

 

 

５．事業所の職員体制 

職務内容 

 

 

管 理 者 

（介護支援専門員と兼務） 

 

 従業者の管理及び利用申込みに係る調整、業務の実施状況の把握

その他の管理を一元的に行います。 

 従業者に法令等の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行い

ます。 

 

資        格 常 勤 非常勤 計 

主任介護支援専門員 1名 0名 1名 

 

 

介護支援専門員 

居宅介護支援事務を行います。 

資        格 常 勤 非常勤 計 

主任介護支援専門員 1名 0名 1名 

介護福祉士 1名 0名 1名 

 

 

６．居宅介護支援のサービスの流れおよびサービス内容 

 （１）介護サービスの利用を希望する本人・家族又は代行で居宅介護支援事業所が、市町

村の窓口に『要介護認定』の申請を行います。 

 （２）保険者による訪問調査及び主治医による主治医意見書の作成が行われます。 

 （３）要介護認定審査会による要介護認定審査（判定）が行われ、その結果が通知されま  

す。 

 （４）『要介護』の認定を受けた方が、居宅において介護保険による介護サービスを利用す

るには、すべて居宅サービス計画（ケアプラン）の作成が必要です。 

 （５）『要介護』の結果がでたら、居宅介護支援事業所による重要事項説明を受け、契約を

行います。 
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（６）居宅サービス計画（ケアプラン）は、居宅介護支援事業所の介護支援専門員（ケアマ

ネージャー）がご本人やご家族の希望を伺い、相談しながら作成します。なお、サービ

ス事業者の選定・推薦の情報提供にあたっては、介護支援専門員は利用者のニーズを踏

まえつつ公正中立に行うものとします。 

      ＊使用する課題分析の種類は、居宅サービスガイドライン方式とします。 

 （７）作成した居宅サービス計画にもとづいて、介護サービスが利用者に対して適切に提

供されるようサービス事業者との連絡・調整を行います 

 （８）利用者及びその家族と毎月連絡をとり、訪問をし、経過の把握に努めます。 

 （９）居宅サービス計画の目標に沿ってサービスが提供されるよう指定居宅サービス事業

者等との連絡調整を行います。 

（１０）利用者の状態について定期的に再評価を行ない、状態の変化等に応じて居宅サービ

ス計画変更の支援、要介護認定区分変更申請の必要な対応をします。 

（１１）市町村の要介護認定の経過に納得いかないなど、不服がある場合にもご相談くだい。 

 

 

７．利用料金 

    要介護認定を受けられた方の居宅介護支援の利用料金は、介護保険から全額給付され

ますので自己負担はありません。ただし、保険料の滞納などにより法定代理受領ができな

くなった場合、一か月あたり要介護度に応じて厚生労働大臣が定めた費用の額の全額を

いただき、当事業所からサービス提供証明を発行します。後日、市町村の窓口に提出しま

すと払い戻しが受けられます。 

【居宅介護支援費】 

要介護１・２ 10,860円 

要介護３・４・５ 14,110円 

【 加算 】 

要

介

護

度

に

よ

る

区

分

な

し 

初回加算  ＜初回時＞  ３００単位 / 回 

入院時情報連携加算（Ⅰ）  ２５０単位 / 月 

入院時情報連携加算（Ⅱ） ２００単位 / 月 

退院・退所加算（Ⅰ）イ ４５０単位 / 月 

退院・退所加算（Ⅰ）ロ ６００単位 / 月 

退院・退所加算（Ⅱ）イ ６００単位 / 月 

退院・退所加算（Ⅱ）ロ ７５０単位 / 月 

退院・退所加算（Ⅲ） ９００単位 / 月 

緊急時等居宅カンファレンス加算 ２００単位 / 月 

特定事業所加算（Ⅲ）  ３２３単位 / 月 

通院時情報連携加算   ５０単位 / 月 

委託連携加算  ３００単位 / 月 
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初回加算 

新規に介護認定を受けて居宅サービス計画を作成する場合。要介護認定区分が２段階以変更された場合 

に居宅サービス計画を作成する場合。 

入院時情報連携加算（Ⅰ） 

利用者が病院又は診療所に入院した日のうちに（従前は入院してから３日以内に）、当該病院又は診療所

の職員に対して当該利用者に係る必要な情報を提供していること。 

※入院日以前の情報提供を含む。 

※営業時間終了後又は営業日以外の日に入院した場合は、入院日の翌日を含む。 

入院時情報連携加算（Ⅱ） 

   利用者が病院又は診療所に入院した日の翌日又は翌々日に（従前は入院してから４日以上７日以内に）、

当該病院又は診療所の職員に対して当該利用者に係る必要な情報を提供していること。 

   ※営業時間終了後に入院した場合であって、入院日から起算して３日目が営業日でない場合は、その翌

日を含む。 

退院・退所加算 

   医療機関等の職員から利用者に関わる必要な情報の収集を行った場合。 

（Ⅰ）イ カンファレンス以外の方法により一回受けている場合。 

（Ⅰ）ロ カンファレンスにより一回受けている場合。 

（Ⅱ）イ カンファレンス以外の方法で二回以上受けている場合。 

（Ⅱ）ロ 二回受けており、うち一回以上はカンファレンスによる場合。 

（Ⅲ）三回以上受けており、うち一回以上はカンファレンスによる場合。 

      （但し、初回加算を算定する場合は、算定しません。） 

緊急時等居宅カンファレンス加算 

病院または診療所の求めにより、当該病院または診療所の医師または看護師等と共に利用者の居宅を訪

問し、カンファレンスを行い、当該利用者に必要な居宅サービス計画等に関する調整を行った場合。 

特定事業所加算（Ⅲ） 

特定事業所としての加算要件に適合し、居宅介護支援の提供に当たる常勤の主任介護支援専門員を配置

し、なおかつ常勤の介護支援専門員を２名以上配置している場合。 

通院時情報連携加算 

1月に 1 回の算定を限度とする。利用者が医師・歯科医師の診察を受ける際に同席し、医師・歯科医師等

に利用者の心身の状況や生活環境等の必要な情報提供を行い、 医師・歯科医師等から利用者に関する必要

な情報提供を受けた上で、支援経過記録に記録した場合。 

委託連携加算 

利用者 1 人につき指定介護予防支援を指定居宅介護支援事業所に委託する初回に限り、所定単位数を算

定する。 
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８．その他の費用について 

 

（１）交通費  利用者の居宅が通常の事業の実施地域以外の場合、運営規定の定めに基

づき交通費の実費（公共交通機関等の交通費）を請求いたします。 

なお、自動車を使用した場合、通常の事業の実施地域を超えてからおおむ

ね片道１㎞ごとに５０円を請求いたします。 

（２）解約料  基本的にお客様はいつでも契約の解約をすることができ、一切料金はか

かりません。ただし、手続きの関係上解約申込から実際の契約までに 7日

ほどの日数がかかる場合がございます。 

 

 

９．利用者の居宅への訪問頻度の目安 

介護支援専門員が利用者の状況把握のため、利用者の居宅に訪問する頻度の目安 

利用者の要介護認定有効期間中、少なくとも１月に１回 

※ここに記載する訪問頻度の目安の回数以外にも、利用者からの依頼や居宅介護支援業務の遂行に不可欠

と認められる場合で利用者の承諾を得た場合には、介護支援専門員は利用者の居宅を訪問することができ

ます。 

 

 

１０．居宅介護支援の提供にあたっての留意事項について 

 （１）居宅介護支援提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容（被保険者資

格、要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間）を確認させていただきます。被保

険者の住所などに変更があった場合は速やかに当事業者にお知らせください。 

  

（２）利用者が要介護認定を受けていない場合は、利用者の意思を踏まえて速やかに当該 

申請が行われるよう必要な援助を行います。また、要介護認定の更新の申請が遅くとも

利用者が受けている要介護認定の有効期間が終了する３０日前にはなされるよう、必

要な援助を行うものとします。 

 （３） 介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うものとします。 

  

（４）利用者及びその家族は、当事業者に対して、居宅サービス計画に位置付ける居宅サー 

ビス事業所について複数の事業所の紹介を求めたり、当該事業所を居宅サービス計画 

に位置付けた理由を求めたりすることができます。 

 

（５）病院等に入院しなければならない場合には、退院後の在宅生活への円滑な移行を支援

等するため早期に病院等と情報共有や連携をする必要がありますので、病院等には担

当する介護支援専門員の名前や連絡先を伝えてください。 
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１１．業務継続計画の策定 

    感染症や非常災害の発生時に利用者に対する事業提供の継続的な実施及び非常時の体

制で早期の業務再開を図るために、次の措置を講じます。 

（１）業務継続計画を策定します。 

（２）従業者に対する業務継続計画の周知、定期的な研修及び訓練を実施します。 

（３）定期的な業務継続計画の見直し及び変更を行います。 

 

 

１２．衛生管理について 

 （１）従業者の清潔の保持及び健康状態の管理を行うとともに、事業所の設備及び備品等

の衛生的な管理に努めます。 

 （２）事業所において感染症の予防及びまん延を防ぐため、次の対策を講じます。 

      ① 感染症対策を検討する委員会を６ヶ月に１回以上開催し、その結果を従業者に周

知します。 

      ② 感染症対策の指針を整備します。 

      ③ 従業者に対して定期的に研修及び訓練を実施します。 

 

 

１３．事故発生時の対応 

利用者に対する居宅介護支援の提供により事故が発生した場合には、速やかに利用者

の家族、市町村に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

また、利用者に対する居宅介護支援の提供により賠償すべき事故が発生した場合には、

損害賠償を速やかに行います。 

  なお、事業者は、下記の損害賠償保険に加入しています。 

保 険 会 社 東京海上日動火災保険株式会社 

保 険 名 居宅介護事業者補償制度 

補 償 の 概 要 事業プラン（施設賠償制度等） 職員保障プラン（業務災害保障制度等） 

 

 

１４．苦情相談窓口 

  サービス提供に関する苦情や相談は、当事業所の下記の窓口でお受けします。 

事業所名 担当者名 連絡先 

指定居宅介護支援事業所オアシス宇佐 佐藤 さなえ ０９７８－３７－３００１ 

０９７８－３７－３０４８ 
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公的機関においても苦情、相談の受付が出来ます。 

窓口担当 所在地 連絡先 

宇佐市役所 介護保険課 宇佐市大字上田 1030-1 ０９７８－３２－１１１１ 

国民健康保険団体連合会 大分市大手町 2丁目 3番 12号 ０９７－５３４－８４７５ 

（注）苦情処理は 2日以内に行われることを原則とします。 

 

 

１５．秘密の保持と個人情報の保護について 

 （１）利用者及びその家族に関する秘密の保持について 

      ① 事業者は、利用者及びその家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法

律」、「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン」及び「医療・介護関

係事業者における個人情報の適切な取り扱いのためのガイドライン」及び「医療・

介護関係事業者における個人情報の適切な取り扱いのためのガイダンス」を遵守

し、適切な取り扱いに努めるものとします。 

    ② 事業者及び従業者は、サービス提供をする上で知り得た利用者及びその家族の秘密

を正当な理由なく第三者に漏らしません。 

③ また、この秘密を保持する義務はサービス提供契約が終了した後においても継続し

ます。 

      ④ 事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるた

め、従業者である期間及び従業者でなくなった後においてもその秘密を保持する

べき旨を従業者との雇用契約の内容とします。 

   （２）個人情報の保護にいて 

      ① 事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等にお

いて利用者の個人情報を用いません。また、利用者の家族の個人情報についても、

予め文書で同意を得ない限りサービス担当者会議等で利用者の家族の個人情報を

用いません。 

      ② 事業者は、利用者及びその家族に関する個人情報が含まれる記録物（紙によるも

のの他、電磁的記録を含む。）については、善良な管理者の注意をもって管理し、

また処分の際にも第三者への漏洩を防止するものとします。 

      ③ 事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じてその内容を開示するこ

ととし、開示の結果、情報の訂正、追加又は削除を求められた場合は、遅滞なく調

査を行い、利用目的の達成に必要な範囲内で訂正等を行うものとします。（開示に

際して複写料などが必要な場合は利用者の負担となります。） 
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１６．虐待の防止について 

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措

置を講じます。 

   （１）虐待防止に関する担当者は下記のとおりです。 

虐待防止に関する担当者 管理者・佐藤さなえ 

（２）成年後見制度の利用を支援します。 

   （３）利用者及びその家族等からの苦情処理体制を整備しています。 

   （４）虐待防止対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果を従業者

に周知します。 

   （５）虐待防止のための指針を整備します。 

   （６）虐待防止を啓発・普及するための研修を従業者に対して定期的に実施しています。 

   （７）事業者は、サービス提供中に、従業者や利用者の家族等による虐待を受けたと思

われる利用者を発見した場合は、速やかに市町村に通報します。 

 

 

１７．身分証携行義務 

介護支援専門員は、常に身分証を携行し、初回訪問時間及び利用者又は利用者の家族か

ら提示をもとめられた時は、いつでも身分証を呈示します。 

 

 

１８．ハラスメント対策に関する事項について 

    事業所は適切な事業の提供を確保する観点から、事業所において行われる性的な言動

又は優越的な関係を背景とした言動であって、業務上必要かつ相当な範囲を超えたもの

により、職員の就業環境が害されることを防止するためのハラスメントに対する方針の

明確化等の必要な措置を講じます。また、カスタマーハラスメント防止の明確化等におい

て、必要な措置を講じます。 
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１９．重要事項説明の年月日  

この重要事項説明書の説明年月日 年         月        日 

 

  事業者は、利用者へのサービス提供開始にあたり、上記のとおり重要事項を説明しました。 

 

 

  《事 業 所》 所 在 地   大分県宇佐市大字和気 185番地 

         名 称   指定居宅介護支援事業所 オアシス宇佐 

                  

 代表者職・氏名   管理者  佐藤さなえ 

                   

説明者・氏名               印 

                     

      

 

 

 私は、事業所から上記の重要事項について説明を受け、ここに同意しました。 

 

利  用  者   住所 

 

氏名                 印  

 

 

署名代行者（又は法定代理人） 

 

住所                  

                  

氏名                 印  

 

本人との続柄 

 

 

 

 

 

 

 



 

 


